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労働政策審議会労働条件分科会

休日労働のあり方等、議論に上がる

４月27日、第133回労働政策審議会労働条件

分科会（以下、分科会）が開催されました。

時間外労働の上限規制等について、事務局

より提示された「論点について（事務局案）」

の各論点について議論がされました。主に、

論点の「①時間外労働の上限規制」のうち、

(1)限度時間等、(2)適用除外等の取扱い、(3)

新たな指針に盛り込むべき事項について、議

論されました。

（※）「論点について（事務局案）」、「論点に

関する参考資料」については、添付資料を参

照。

【主な議論】（分）＝分科会長、（公）＝公益側、（労）＝労働者側、（使）＝使用者側、（事）＝事務局

＜内 容＞

１．「（１）限度時間等」について

（労）①時間外労働の上限規制は、現行の限度基

準告示のとおり、労基法に規定する法定労働時

間を超える時間に対して適用とされるという

考え方で特段の異論はない。労基法は最低限の

労働条件を定めた法律であること、36条は32

条で定める労働時間の大原則があっての免罰

効果であることを踏まえれば、「これ以上は絶

対に上回ることはできない」ことが明確に分か

る条文であるべき。②36協定で延長時間を定め

る対象期間は、現行告示の３か月等の対象期間

を定めると、単月の上限は定めないため、各月

の配分によっては特別条項なく45時間超えを

許容することなる。よって、事務局案の「１日」、

「１か月」、「１年」の３区分に整理することに

賛成。現在、３か月単位で36協定を締結してい

る事業場もあり、区分変更の十分な周知が必要。

（労）①特例要件に違反することがないよう、１

年単位の規制の区切りはあらかじめ決めて、起

算点から１年の間の規制とするとともに、３か

月の単位の協定や、協定を出し直した場合にも、

１年単位で通算して規制をかけるべき。②労災

認定基準との整合性から、２ないし６か月平均

80時間以内の計算方法は、協定の対象期間内は

もちろん、協定の対象期間をまたがる場合もリ

セットせずに含めたものとすべき。

（事）起算日の脱法防止に向け、運用の仕組みを

検討する。

（労）変形労働時間制の制度趣旨を踏まえ、１年

単位の変形労働時間制は、事務局案にて特段の

異論はない。

（労）休日労働を含んで複数月平均80時間以内、

単月100時間未満の限度は、特例を活用しない

通常の月にも適用するという考えに異論はな

い。安易に休日労働を悪用しないことや休日労

働は法定休日の労働であることを周知するこ

とが重要。

（使）年間の法定休日労働の実績で、休日労働を

しない者を含んだ平均日数は。

（事）実績ありの者の平均は全体で5.4日。休日

労働の実績がない78.9％の者を合算した際の

平均は1.1日となる。

２．「（２）適用除外等の取扱い」について

（労）トラック事業者の労働基準関係法令違反に

ついて、監督実施結果は2012年以降悪化してお

り、その違反の多くが労働時間に関する内容。
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これは、人手不足が大きな要因であり、労働環

境を改善しない限り、悪化に歯止めはかからな

い。分科会の総意として、原則的上限（月45

時間・年360時間）に近づける努力が重要との

考え方は理解。長時間労働是正や過労死・自殺

者ゼロに向け、関係労使と所管官庁も交えた検

討の場を設けるなど、早期に具体的な施策を講

じて頂きたい。

（労）建設事業について、５年後に一般則を適用

することについては、前向きに受け止める。人

材の確保は、技能・技術向上だけでなく、社会

基盤の強化を通じた我が国の発展にもつなが

るもの。実行計画を踏まえ、着実に歩を進める

ことが重要。

（事）自動車運転の業務および建設業務について、

検討の場の早期立ち上げ等、段階的な労働時間

短縮を進めていく。

（労）①医師に関しては、医療界だけでなく、現

場で働く者の声を踏まえた検討を進めるべき。

②適用除外（局長指定事業・業務）については、

現行告示同様、年360時間の限度時間の適用を

維持すべき。

（使）午前中に開催した過労死等防止対策推進協

議会でも、当事者委員からも発言があったので

紹介してほしい。

（事）本日午前の協議会でも、過労死ゼロの出発

点は過労死等防止対策推進法であることを踏

まえてほしい旨や、実行計画に対する評価と懸

念等の意見があった。

３．「（３）新たな指針に盛り込むべき事項」につ

いて

（労）指針に盛り込むべき内容について、事務局

案の４点に異論はない。その上で、「特例の場

合に実施する健康・福祉確保措置の内容の例示」

は、2015年の建議を踏まえ、現行の裁量労働制

指針を参考に例示列挙し、個別企業労使が措置

内容の1つ以上を決定し、確実に措置を講じる

ようにすべき。

（労）次回分科会に向けて要望。新技術・新商品

等の研究開発については、業務の内容が抽象的

なため、具体的にどのような要素が該当するの

か、どのくらいの者がこの業務に該当し適用除

外となっているのか、実態が分かる資料を出し

てほしい。

（労）時間外・休日労働は本来臨時的なものと

して必要最小限にとどめられるべきものであ

り、新たな指針に、「休日労働についてもでき

る限り抑制するよう努めなければならない」こ

とを盛り込むことが必要。あわせて、法定休日

の特定や法定休日労働の回数等に関する規定

について、今後の課題として検討することが必

要。

（労）行政官庁による助言・指導に関し、企業の

中には保険的な時間を見込んで36協定を締結

したり、中にはそのような協定を締結するよう

に労働基準監督署で指導することがあると聞

く。また、中小企業では36協定未締結の事業場

が約4割との調査結果が出ているが、これらの

事業場で時間外労働をまったく行っていない

とは考えられない。実行計画を受け、新たな指

針に「特例による延長時間をできる限り短くす

る努力義務」が規定されるが、上限規制の実効

性を担保するはずの指針が形骸化しないよう、

労働基準監督署による監督指導等の徹底・強化

をお願いしたい。

（労）「時間外労働・休日労働に関する労使協定

の締結の有無」の厚生労働省調査で、36協定を

締結していない理由として、「36協定の存在を

知らなかった」、「36協定の締結・届出を失念し

た」ことが挙げられており、法改正の実効性を

高めるためにも36協定の適正化は重要な課題。

次回、関連資料を出してほしい。

（労）健康・福祉確保措置に関し、労働安全衛生

法においては、中小・零細企業に適用されない

事項もあり、新たな指針にどのように盛り込ん

でいくかもポイント。

（分）次回以降、引き続き各論点について議論を

深めていただきたい。

以 上

（添付資料）

•資料No.1 論点について（事務局案）

•資料No.2 論点に関する参考資料


